
主担当部局（長）名
総務部長　末光　大毅

１．政策目標達成に向けた進捗状況

目
標

健全な財政運営に向け、県債残高のうち交付税
措置のない部分の県税収入に対する比率が、平
成28年度より実質的に下回るようにします。

成
果

県税収入等の確保や有利な財源の確保に努める
とともに、事務事業の抜本的な見直し等を図った
結果、県債残高のうち交付税措置のない部分の
県税収入に対する比率は、平成29年度決算で3.1
倍となり、平成28年度を下回りました。

目
標

効率的な行政運営を図るため、人口1,000人当た
りの職員数を、全国で少ない方から5位程度を維
持します。（東京都及び政令市を持つ道府県を除
く）

成
果

平成30年4月の人口1,000人当たりの一般行政部
門職員数は、東京都及び政令市を持つ道府県を
除く31県のうち、少ない方から6番目でした。

※は数値の低い方が良くなる指標

「住んで良し」「働いて良し」「訪れて良し」の奈良県を実現するため、健全

で持続可能な行財政基盤の確立を推進します。 

目指す姿 

Ⅶ 人材・組織マネジメントと財政マネジメント 
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２．現状分析

平成 年度決算の状況 

義務的等支出が 割以上を占める一方、歳入の半分以上を、地方交付税や国庫支出金等の国からの収入に依
存しています。（→戦略１）

県有施設のほぼ半数は築後 年以上を経過し、老朽化が進行しています。（→戦略 ） 

定員配置の適正化に取り組んできた結果、人口 人当

たりの一般行政部門職員数は、東京都、政令市を持つ道

府県を除くと 番目に少なくなっています。（→戦略 ）

定員適正化の実施と給与制度の見直し等を行う
ことで、人件費を抑制しています。（→戦略 ） 

92 95 

39 39 27 
42 37 37 

3 
22 

0
20
40
60
80

100

H24 H29 H24 H29 H24 H29 H24 H29 H24 H29

県政情報の入手方法 

県民 アンケート 

（％） 

県
民
だ
よ

り
奈
良 

新
聞 

テ
レ
ビ
・ 

ラ
ジ
オ
の 

広
報
番
組 

県
の
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ 

そ
の
他 

（年度） 

位 位 位 位 位 位

（人） 

（年度） 

人口 人当たり一般行政部門職員数

全国（東京都及び政令市のある府県を除く 府県）

奈良県 人事課調べ （）は全国順位 

「県民だより奈良」により県政情
報を入手したことがあると答え
た県民の割合は、 割を超えて
います。また、テレビ・ラジオの
広報番組により県政情報を入
手している割合が上昇していま
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主担当部局（長）名
総務部長　末光　大毅

１．政策目標達成に向けた進捗状況

目
標

健全な財政運営に向け、県債残高のうち交付税
措置のない部分の県税収入に対する比率が、平
成28年度より実質的に下回るようにします。

成
果

県税収入等の確保や有利な財源の確保に努める
とともに、事務事業の抜本的な見直し等を図った
結果、県債残高のうち交付税措置のない部分の
県税収入に対する比率は、平成29年度決算で3.1
倍となり、平成28年度を下回りました。

目
標

効率的な行政運営を図るため、人口1,000人当た
りの職員数を、全国で少ない方から5位程度を維
持します。（東京都及び政令市を持つ道府県を除
く）

成
果

平成30年4月の人口1,000人当たりの一般行政部
門職員数は、東京都及び政令市を持つ道府県を
除く31県のうち、少ない方から6番目でした。

※は数値の低い方が良くなる指標

「住んで良し」「働いて良し」「訪れて良し」の奈良県を実現するため、健全

で持続可能な行財政基盤の確立を推進します。 
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※は数値の低い方が良くなる指標

行政改革の取組項目の実施済
割合

個人県民税徴収率 収入未済額※

92.5％ 100.0％ 93.8％ 96.3％
百万円 百万円

ポイント ポイント
36.2％

(H24年度) (H24年度) (H29年度) (H24年度) (H29年度)

主担当課(長)名

３．戦略目標達成に向けた進捗状況

戦略１　「マネジメント」を全面的に展開します。 行政経営・ファシリティマネジメント課長
森本 壮一

戦略目標
①組織マネジメント、財政マネジメントに対する取組を着実に実行します。
②公共施設のファシリティマネジメント、インフラ施設のアセットマネジメントに対する取組を着実に
実行します。

目
標

目
標

組織マネジメント、財政マネジメントに対する取組を
着実に実行します。

成
果

市町村との連携による個人県民税の協働徴収の実
施や差押を中心とした早期かつ厳正な滞納処分の
推進等により、平成29年度の県税徴収率は、前年度
と比較して0.4ポイント上昇しました。

組織マネジメント（①）

(H29年度)

(H29年度) (H24年度)

組織マネジメント、財政マネジメントに対する取組を
着実に実行します。

成
果

平成29年度から平成31年度を対象期間とする新た
な定員管理計画を策定し、平成32年4月時点の職員
数が平成28年4月時点の職員数を実質的に上回ら
ないように抑制しているところですが、平成30年4月
には、他団体への派遣の増により定員数を8人増員
し、4,058人となりました。

財政マネジメント（①）財政マネジメント（①）

目
標

組織マネジメント、財政マネジメントに対する取組を
着実に実行します。

成
果

平成29年度の県債残高は、3年連続決算ベースで減
少しました。また、県債発行にあたり、交付税措置が
ある有利な地方債を活用したことにより、平成29年
度の交付税措置額を除く県債残高は、前年度と比較
して99億円減少しました。

※は数値の低い方が良くなる指標

既存事業の見直し数 低未利用県有資産の数※
奈良県橋梁長寿命化修繕計画

（橋長15m以上）に基づく橋梁補修
・耐震補強の実施率

インフラ施設のアセットマネジメント
（②）

公共施設のファシリティマネジメント
（②）

財政マネジメント（①）

239事業 221事業 84資産 88資産 64％ 98％
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定員の推移※
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（年･月） 

（人） 

％減

（％） 県税徴収率

税務課調べ 
（年度） 

ポイント増

「住んで良し」「働いて良し」「訪れて良し」の奈良県を実

現するため、奈良県行政経営改革推進プログラム（

年度～ 年度）に基づき、施策を展開しました。（①

②）

数値で表せない成果

奈良県が地方消費税収を最終消費地に適切に反映

するものに見直すべきと国等へ提言してきたことによ

り、平成 年度からの地方消費税の清算基準につ

いて、見直しが行われました。（①） 

主な取組指標等

交付税措置額 交付税措置額を除く県債残高 

一般会計の県債残高※ 

財政課調べ 

（億円） 

（年度） 

％減
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戦略１　「マネジメント」を全面的に展開します。 行政経営・ファシリティマネジメント課長
森本 壮一

戦略目標
①組織マネジメント、財政マネジメントに対する取組を着実に実行します。
②公共施設のファシリティマネジメント、インフラ施設のアセットマネジメントに対する取組を着実に
実行します。

目
標

目
標

組織マネジメント、財政マネジメントに対する取組を
着実に実行します。

成
果

市町村との連携による個人県民税の協働徴収の実
施や差押を中心とした早期かつ厳正な滞納処分の
推進等により、平成29年度の県税徴収率は、前年度
と比較して0.4ポイント上昇しました。
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な定員管理計画を策定し、平成32年4月時点の職員
数が平成28年4月時点の職員数を実質的に上回ら
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し、4,058人となりました。
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ある有利な地方債を活用したことにより、平成29年
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して99億円減少しました。
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「住んで良し」「働いて良し」「訪れて良し」の奈良県を実

現するため、奈良県行政経営改革推進プログラム（

年度～ 年度）に基づき、施策を展開しました。（①

②）

数値で表せない成果

奈良県が地方消費税収を最終消費地に適切に反映

するものに見直すべきと国等へ提言してきたことによ

り、平成 年度からの地方消費税の清算基準につ

いて、見直しが行われました。（①） 

主な取組指標等

交付税措置額 交付税措置額を除く県債残高 

一般会計の県債残高※ 

財政課調べ 

（億円） 

（年度） 

％減

－179－－179－ －180－



４．平成３１年度に向けた課題の明確化
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５．平成２８年度の評価を踏まえ、平成３０年度に向けて見直した課題、取組

６．重要課題についての今後の取組方針

４．平成３１年度に向けた課題の明確化
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